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蒋 純青
【背景と目的】
中国の大卒者は，２０１５年に史上最高の７４９万人に
達する見込みである。２０１０年には６３１万人だったも
のが，２０１４年は７２７万人と７００万人台の大台に乗った。
しかし，中国の国内総生産（GDP）成長率は低下
しつつあり，就業ポストと卒業生の需給アンバラン
ス状態が際立っている。大卒者の求人需要は，両極
端に分かれる傾向にある。需要は最先端分野と都
市・農村基層の公共サービス分野の２つに集中して
いるが，大卒者の就職希望先はこれらの分野に合致
していない。
「人材大国」から「人材強国」を目指す中国では，
高等教育機関の定員拡大後，大学在校者数は急速に
増えており，確かに「人材大国」にはなりつつある。
しかし，在校者数が急激に増えているために，大学
教育の質の低下，大卒者の総合的素質の低下によっ
て，「人材強国」の実現にはまだまだ時間を要する
であろう。
中国の不均衡な経済発展の下で，高等教育は急速
に大衆化し，大卒者が過剰に供給され，大卒者の就
職にも多大な問題が生じている。中国社会は大卒者
就職難という深刻な社会問題に直面しており，潜在
的な不安がますます顕著となっている。
このような背景を踏まえて，大卒者就職難問題を
分析することは，中国社会にとって極めて重要な課
題であると考えられる。本研究では，第１に，「民
工荒」（出稼ぎ労働者の不足）と「大卒者就職難」
が併存する矛盾を指摘し，大卒者就職難と高等教育
機関定員拡大の関連性を明らかにする。第２に，中
国社会における学歴意識，特に大卒者の就職意識と
就業能力を検証する。第３に，家庭が大卒者の就職
に与える影響を考察する。第４に，日中間の就職制
度を比較しながら，中国の新卒採用制度の問題点を
多面的に検討することとする。
【実証研究の概要】
本研究では，次のような実証研究を行った。
第１に，「中国総合社会調査」（２００８年）のデータ
（CGSS２００８）を用いて，ミンサー型賃金関数モデ
ルにより，高等教育定員拡大前と拡大後の賃金に及
ぼす学歴効果を検証する。時間賃金，教育レベル，
経験年数，政治状況等が含まれた９９０の個票データ
を用いる。最終学歴取得時期は２００３年以前が定員拡
大前の個票になり，２００３年以降が定員拡大後の個票
となる。定員拡大前の個票は４５０，拡大後の個票は
５４０である。
第２に，２０１３年７月に実施した上海南匯大学城の
第１回「大卒者の就職意識」に関するアンケート調
査結果に基づく実証研究である。大卒者の金銭的欲
求と非金銭的欲求が就職機会と就職満足に与える影
響を検証する。第１回アンケート調査は，４５０人に
配布し，回収４１５人，うち無効１５人，有効回答４００人
である。その内分けは，男性２３５人，女性１６５人，上
海出身者２９０人，地方出身者１１０人である。
第３に，２０１４年７―８月に実施した上海南匯大学
城の第２回「大卒者の学習状況」と「家庭環境」に
関するアンケート調査では，４６５人に調査票を配布
し，回収４５５人，うち無効５５人，有効回答４００人を得
た。「大卒者の学習状況」の調査結果からは，大卒
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者の賃金に影響する要因を実証分析する。また「家
庭環境」の調査結果からは，親の学歴，役職，政治
状況，家庭収入等が大卒者の就職に及ぼす影響を検
証する。
【全体の構成】
【本論文の要旨】
第１章 学歴格差社会の諸相
中国では，１９９０年代から，高等教育に対する急激
な改革が行われた。その改革の主たる狙いは，学
費の徴収による市場化，高等教育機関の定員拡大
による大衆化である。教育政策の重点が「量」的拡
大に置かれたために，「質」が置き去りにされてい
る。しかし，教育投資に対する意識は依然として高
く，教育費が高騰し，教育機会の不公平が顕在化し
ているにもかかわらず，教育に対する投資は増加傾
向にある。本章では，中国における学歴格差社会の
諸相を検討する。
（１）中国の所得格差の実態
改革開放後，中国経済は年平均１０％近くの経済成
長を実現した。急速な成長を続ける一方で，数多く
の社会問題が噴出している。所得分配の不平等，所
得格差がますます顕在化している。なかでも中国の
都市部と農村部の所得格差は非常に大きい。この間，
過剰労働力を抱えた農村から都市への人口・労働移
動が急増し，都市部の限られた雇用機会をめぐる競
争は激化し，都市内部の所得格差は急速に拡大した。
さらに，一国の中で起きた現象とは考えられない
ほど，地域間格差が急速に拡大している。改革開放
期の政策転換を通して，所得格差はより歴然たる事
実として顕在化している。中国の貧富の格差は深刻
な社会問題となり，中国社会の安定と発展に極めて
不利な要因となっている。
（２）中国社会の学歴観
「望子成龍」―息子の出世を願う。自分は物乞い
をしてでも子供を上級の学校に行かせたい。これは
中国庶民に深く根付いた意識であろう。一人っ子政
策の実施以後，中国では子供の教育に注ぐ情熱は高
まる一方である。多くの親はわが子を有名校に入学
させるために一切を惜しまない。中国では，改革開
放期を通して，社会階層構造に急速な変化が起きて
いる。新たな階層形成過程の中では，文化的な価値
に対する評価が高まっており，学歴を重視する傾向
が見られる。
学生の学歴意識も，やはり現在の中国が依然とし
て「学歴社会」であることを物語っている。学生に
とって，勉学に励んでよりよい成績を収め，希望す
る上級の学校に入学できれば，それこそが親の期
待・願望に添うことになる。したがって，ほとんど
の学生は高学歴＝高い社会的地位や高所得を期待し
ているといってよい。
（３）学歴による所得格差
経済の多元化は大卒者に多くの職業選択の機会を
与えたが，同時に学歴による賃金格差の拡大が懸念
されている。社会的に高学歴志向が強まりつつあり，
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学歴による賃金格差は拡大している。中国の所得配
分は，学歴による階層間の格差が極めて大きい。社
会階層が分化する中，社会政策がまだそれ相応の調
節的機能を果たしていない。経済活動全体の不均等
発展が維持され続ければ，教育面での不均等発展に
より，将来的には階層の固定化をもたらす懸念があ
る。
中国は日本よりも厳格な学歴社会である。発展途
上国であるとはいえ，すでに先進国並みの学歴社会
となっており，さらに高学歴社会化が進行している。
中国の所得格差の拡大は「勝者」（勝ち組）と「敗
者」（負け組）の二極化をもたらしている。「敗者」
救済のための所得の再分配機能が脆弱であり，学歴，
学校歴格差による低賃金労働者が数多く存在する一
方で，高学歴者が急増する中国では，高等教育機関
の出口である大卒者の雇用問題が喫緊の課題となっ
ている。
第２章 大卒者就職制度の変遷
建国以来，中国経済は計画経済から市場経済に移
行し，異なる経済体制の下で，共産党指導部および
中央政府が構築した大学入学制度と就職制度もそれ
ぞれ異なる。就職制度については，計画経済期の「統
包統配」制度と市場経済期の「自主的職業選択」制
度がある。前者の下で，高等教育機関の卒業生は国
家によって労働の場に配属され，企業は国から配分
された労働力を受け入れた。労働者の自由意志に基
づく職場配属制度ではなかった。後者の下では，労
働者による職業選択の自由が認められるようになっ
た。「統包統配」と「自主的職業選択」制度の過渡
期には「双方向選択」という制度が一時期存在した。
本章では，各時期に実施された就職制度の特徴を
分析した上で，各政策が策定された当時の社会的，
経済的背景に注目し，「自主的職業選択」制度の問
題点を指摘してみたい。
（１）「統包統配」の就業制度
国家主導で実行される統一的職場配置の方法及び
大卒者に対する強制的就職制度は，「統招」，「統包」，
「統配」である。このような大卒者人材配置制度は，
当時においてはそれなりの必然性と合理性があった
と評価できる。しかし，計画経済体制の下では，国
が主体となり，企業に労働力を配分し，労働力の採
用及びその管理が行われた。就職活動は本来ならば，
労働者と企業が主体となるべきだが，企業と労働者
はそれぞれ主体的に採用及び職業を選択する権利を
剥奪されていたといえよう。
（２）「双方向選択」の就業制度
「双方向選択」の就業制度は，雇用側と卒業生の
間の「双方向選択」ではない。学校側が卒業生の代
わりにまず雇用側と交渉し（「供需見面」），その後，
雇用側は国家計画が定めた専攻や人数を確認し，最
後に計画範囲内で選択をする。国家が定めた専攻外
の卒業生を雇用する場合には，雇用側は一定の「培
養費」を学校側に払ったうえで，採用することが可
能である。これは当時「有償分配」とも呼ばれた。
こうして大卒者を受け入れる各行政機関と企業によ
る人材の争奪戦が始まった。この時期は，「固定工」
と呼ばれる既存の常用労働者に対する労働契約制の
導入が始まった。こうして「鉄飯碗」と呼ばれた終
身雇用制度は崩壊し始めた。
（３）「自主的職業選択」の就業制度
「自主的職業選択」制度は一定の成果を収めたと
評価できる。まず，この制度改革は，大学行政，教
育，カリキュラム，人事などの改革を引き起こした。
また，求人・求職者は直接「顔合わせ」することに
より，計画経済期のような需給ミスマッチをある程
度改善することができた。さらに，大卒＝社会的地
位の高い就職先や「幹部」という身分の保障がなく
なり，大学生は強い危機感を覚えるようになり，大
学入学後，学業を疎かにする学生の減少にもつな
蒋 純青「中国における高学歴化と大卒者就職に関する研究」
131
がった。
高等教育システムの改革の結果，「統包統配」制
度から「自主的職業選択」制度への転換により，大
卒者数が一気に増加したのは事実である。大卒就職
難を解決するには，経済構造調整と就職構造改善を
協調的に進めて就職機会を拡大することが必要と
なっている。
第３章 大卒者就職難と「民工荒」
中国の雇用情勢には，一つ矛盾がみられる。大卒
者が過剰である一方で，労働集約型産業が労働力不
足に直面するという大卒者就職難と「民工荒」の構
造的な矛盾である。高等教育機関の定員拡大策に伴
い，２０１３年の大学進学率（短大を含む）は２９．７％（同
年の日本は６１．５％）に達した。他の先進国と比較す
るとまだ低いにもかかわらず，すでに深刻な大卒者
就職難に陥っている。本章では，先行研究を概観し，
農民工に関する考察を加えたのち，「中国総合社会
調査」のデータ（CGSS２００８）を用いて，高等教育
機関の定員拡大策に関する実証分析を行う。
１９８０年代初頭に郷鎮企業が大量に誕生し，１億余
りの余剰労働力を吸収した。１９９０年代に入り，その
吸収力は大幅に低下し，農村の余剰労働力は都市部
に流入し，都市部で自営業を営む者も増えた。この
ような農村・都市間の大規模な労働力移動は「民工
潮」（出稼ぎブーム）と呼ばれた。「民工潮」は経済
移行期に特有な現象であり，経済体制，経済発展戦
略，経済構造の転換の結果である。
しかし，「民工潮」が続く一方で，やがて沿海地
区の一部では「民工荒」が発生した。その原因はま
ず，農民工の低賃金に起因する。雇用関係が標準化
されていいないこと，また労働者が権益を主張する
ようになったことも，「民工荒」の一因である。今
日の中国経済は急速な規模拡張と低付加価値生産の
二重構造の中で，製造業が悪循環に陥っている。産
業が低付加価値であるために賃金が低く，高レベル
の労働力を吸収できない。都市化に伴い，低賃金労
働力は高い賃金を求めるようになっており，「民工
荒」はまだしばらく続くものとみられる。
次に，ユークリッド距離モデルを用いて，産業構
造とその関連専攻の適合性の分析を行う。知識集約
型産業とその関連専攻の不均衡は顕著である。知識
集約型産業の比率は年々低下する一方で，高等教育
機関は知識集約型産業の関連専攻の人材を大量に育
成しており，その関連専攻の卒業者数は需要を大幅
に上回っている。現在の高等教育の人材育成がその
需要と合致しないために，卒業者は就職難に直面せ
ざるをえない状況にある。
本章の最後では，ミンサー型賃金関数モデルを用
いて，大卒賃金の学歴効果を検証し，さらに大学定
員拡大によって学歴効果の低下が生じたか否かを検
証する。
ここでは，大卒の学歴効果は明確に確認でき，定
員拡大以降はその効果が低下していること，そして
成人教育の効果が予想外に大きいことが確認された。
ただし，ここでは景気の要因や労働上の要因など，
経済状況の影響はまったく考慮されていない。この
制約を認めたうえで，本章の推定結果は，定員拡大
策の高等教育卒業者に対する影響は長期的に考える
必要があることを示唆している。定員拡大後，大卒
者は大卒学歴以下の卒業者と比べて賃金の優位性は
存在するものの，その優位性は低下傾向にある。ま
たその影響は成人教育や高卒にも及ぶ。定員拡大策
によって，大卒者は短期的には就職率は低下し，長
期的には賃金の優位性が縮小しつつある。高等教育
に対する投資の収益性は逓減しつつある。
第４章 大卒者の就職意識と就職能力
大卒者の高望み，現実離れの就職ビジョンが指摘
されている。大卒者の就職難問題が深刻化する中，
彼らの多くが待遇の良い都市部または大手企業にこ
だわり，内陸部や農村地域，中小民営企業への就職
を希望していない。大卒者の就職意識は社会問題と
して取り上げられるようになっている。大学にキャ
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リア教育を導入し，大卒者の就職意識をより「現実
的」にする必要があるとも指摘されている。
本章は，アンケート調査に基づき，中国の大卒者
の就職意識が就職活動に与える様々な影響，学習状
況と賃金の関連性，大卒者の就職能力などを多面的
に検討し，中国の大学における就職指導に関して新
たな示唆を得ることを目的としている。
合理的選択理論，欲求選択理論，社会交換理論等
の理論的アプローチを参考したうえで，第１回「大
卒者の就職意識」に関するアンケート調査結果に基
づく分析を進める。推定結果からは，金銭的欲求（「賃
金・福利厚生」，「仕事の安定性」，「将来性」）を重
視すればするほど，就職機会が少なく，就職満足度
も低くなることが確認できる。非金銭的欲求（「専
攻の適用性」，「趣味」，「仕事の環境」，「勤務地域」，
「企業の種類」）に関しては，「専攻の適用性」を重
視すれば，就職機会が改善され，「勤務地域」を重
視すれば，就職機会と就職満足度にマイナスの影響
を与える。さらに，「求職時間」，「求職費用」の効
果が大きいことも確認でき，「求職時間」と「求職
費用」はかければかけるほど，就職機会が増え，就
職満足度も高くなる。
大卒者が「金銭至上主義」的価値観に影響されて
いることが深刻な問題となっている。さらに，中国
には大卒者に関しては，エリート職と非エリート職
の断絶的な格差が存在しているために，大卒者はエ
リート職に殺到し，エリート職をめぐる競争が激化
して，大卒者は就職難に陥っている。
次に，「レモン市場」の原理を取り上げ，異なる
経済主体の間に「情報の非対称性」が存在すると，
「逆選択」が発生し，市場が成立しなくなる。労働
力市場には，このような「情報の非対称性」が存在
し，大卒者と企業側は個人と企業の損失とリスクを
低減するために，教育という情報を利用する。希望
賃金は就職結果を左右する重要な要素であり，大卒
者は自分の学歴水準で判断し，希望賃金を表明する
ことになる。
「レモン市場」の原理によって，就職前後を問わ
ず，求職者の人的資本は賃金を左右する。学歴レベ
ル，学校のレベル及び大学生在学中の生活，学習状
況は，大卒者が就職活動する際の優位性となり，よ
り高い賃金が得られることになる。ここで，第２回
「大卒者の学習状況」に関するアンケート調査を用
いて，大卒者の賃金に影響する要因を検証する。
推定結果からは，学習能力を表す「GPA」，「奨学
金獲得」，「専業資格」，「パソコン資格」は大卒者の
賃金に効果があることがわかる。また組織能力に関
する「学生幹部」と「学生党員」は最も大きい効果
が確認できる。
本章の最後では，各国の大卒者の能力基準を比較
しながら，中国の大卒者は就職能力に欠けているこ
とを指摘した。教育部は企業に対して雇用創出の努
力を引き続き求めると同時に，学生に対しては就職
観を変えることを要請し，今後とも卒業生による起
業などを支援する姿勢が求められているとの考えを
示した。
第５章 家庭環境と大卒者の就職
本章では，文化資本論，ウィスコシン・モデル，
トラッキング論を取り上げ，家庭資本の役割の重要
性が検討された。家庭資本の多寡は大卒者の就職観，
価値観を左右し，家庭資本の影響から，就職に関す
る決断が，大卒者本人にとどまらず，家庭の社会的
地位に応じて，家庭全員で決断がなされることもあ
る。さらに，家庭資本は就業コストにも影響を及ぼ
している。
Blau and Duncan（１９６７）は，父親の職業と学歴
が本人の学歴と初職に影響を与えることを指摘した
が，本章では，第２回アンケート「家庭環境」調査
に基づいて，父親の学歴に加えて，母親の学歴，さ
らには両親の所属企業，政治状況，家庭収入など，
家庭資本の影響を総合的に実証している。
家庭収入を除いた推定（１）と家庭収入を入れた
推定（２）をみると，推定（１）から「父親学歴」，
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「母親学歴」，「母親企業（外資）」，「母親企業（国有）」，
「父親職位（管理職）」，「母親職位（管理職）」，「父
親党員」，「母親党員」は，大卒者の就職に有意に影
響する。父親・母親の学歴，企業と家庭収入とは非
常に密接に関連することを考慮して，家庭収入をコ
ントロールすると，推定（２）から，「母親学歴」，
「父親職位」は大卒者の就職に最も効果が大きいこ
とがわかる。今回の調査対象地域の上海では，母親
がしっかり働くことは一般的である。家庭内におけ
る母親の地位は上昇しつつある。管理職の地位にあ
る父親は，その社会的ネットワークが広いために，
大卒者の就職に役に立つことになる。社会ネット
ワークの利用は集約的な情報収集に役立ち，初職（初
めて就いた職）の満足度を高める。父親の社会的ネッ
トワークから得られる情報は，より信頼性が高いと
いうことになる。
さらに，家庭収入をコントロールしても，「父親
党員」，「母親党員」は依然として効果が大きいこと
が確認できる。「親の持つ政治力」があれば，共産
党員であれば，非共産党員よりも，昇進，社会経済
的機会へのアクセスが容易となる。したがって親が
共産党員であれば，大卒者の就職活動で有利に働く
ことになる。
今回の調査対象の４大学は，いずれも「９８５」や
「２１１」のような国家重点大学ではない。重点大学で
はないため就職で優位な立場にあるわけではない。
ここでは所得の高い家庭の大卒者が優位性を発揮し
ていることが証明された。
第６章 新卒採用の日中比較
日本企業の「新卒一括採用」に対して，中国では
職業経験や職務に直接関係する知識・資格をベース
にした採用が行われる。新卒者は職業経験のある既
卒者と同じ市場で職を求めて競い合うことになる。
なぜ日本では新卒の価値が重視され，経験に関わ
らず，「新卒一括採用」を逃すと就職先の選択肢が
狭められてしまうのだろうか。企業の採用活動では，
大学で何を習得したかを重視するのだろうか。さら
に中国が大卒者就職難に直面している時に，この「新
卒一括採用」はいかなる示唆を与えてくれるのだろ
うか。本章では，「新卒一括採用」の歴史から，そ
のメリットとデメリットを分析することとする。
中国では，１９９０年代から，企業が自主的に大卒者
を採用できるようになった。こうした採用の自主裁
量により，企業の人材補充は多様化している。中途
採用の増加は，大卒者が就職難に陥っている一因で
あると考えられる。中国の新卒採用方式と日本の「新
卒一括採用」を比較した結果は以下の通りである。
第１に，「新卒一括採用」の一番大きな利点は，
円滑に新卒者を就職させることができることである。
中国のように大学卒業後に就職活動によるブランク
が発生するということはない。中国では，民営企業
の増加や国有企業の改革に伴い，中途採用が増加傾
向にある。企業は潜在能力ではなく，即戦力を重視
するようになっている。高等教育機関の定員拡大に
よる大卒者の「資」の低下は，企業による新規大卒
者の採用基準を一層厳格にしている。
第２に，特殊スキルの形成を重視する企業は，新
卒採用を重視する傾向が強い。また，将来的な収益
見込みの上昇は，新卒採用の増加に結び付くが，中
途採用ではそのような効果は弱い。さらに，「新卒
一括採用」は訓練制度が充実しており，中途採用は
訓練制度を欠いている。
第３に，「新卒一括採用」の初任給は企業全体と
してあまり分散しておらず，個々の企業ではほぼ一
律の水準にある。中途採用は個人間，専攻間，企業
間，産業間により多様な水準が設けられている。こ
のために，中国の大卒者は「賃金・福利厚生」に対
する意識が非常に強い傾向がある。
第４に，「新卒一括採用」の就職活動は一定の期
間内に行われるに対して，中国の新卒採用では，大
卒者の就職活動は内定を得られるまで継続的である。
厳しい就職状況の中で，卒業後何年間も続けて就職
活動を行う大卒者も多数存在している。このために，
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就職活動を諦めると，いわゆる「ニート」（NEET）
が増える恐れがある。
第５に，就職活動の経路に関しては，日本の大学
は大卒者の就職活動に様々な指導・支援活動を行っ
ているのに対して，中国の大学が大卒者の就職活動
に提供するサービスは相対的に少ない。日本の大学
の就職課，大学内の企業説明会等は重要な役割を果
たしている。中国の大卒者は「親・親戚・知人」と
いう「縁故」を通じて就職活動を展開することが多
くみられ，「関係」（人脈）が大きな意味合いを持つ。
第６に，そのほか，戸籍制度は中国の人口移動を
これまで制限してきた。戸籍制度は中国の新卒採用
の制約要因でもある。
【付論】では，４Pマーケティング理論に基づき，
高等教育機関の卒業者の就職活動を，（１）製品戦
略，（２）価格戦略，（３）流通戦略，（４）プロモー
ション戦略の４つの戦略から分析している。高等教
育機関にとって，大卒者の総合能力の育成は，就業
指導の最も重要な項目の一つであることを示唆して
いる。
結論
（１）中国式学歴社会
本研究からも明らかなように，中国は日本以上の
「超学歴社会」である。旧ソ連の教育制度をモデル
とした中国の高等教育は，一握りの国家エリートの
養成を無償で実施した。しかし高等教育の定員拡大
後，大学の大衆化が進むと同時に，学費が高騰する
事態を迎えている。そして今では，年間約７５０万人
の大卒者が社会に送り出されており，彼らは深刻な
就職難に直面している。中国式学歴社会は社会不安
の一因となり，大卒者の就職難をさらに深刻化させ
ている。このような高等教育の現状は，中国政府に
多大な課題を投げ掛けている。
（２）大卒者就職難の原因
大卒者の就職難を引き起こした最大の原因は，中
国の高等教育の定員拡大である。高等教育の急激な
拡大，労働市場に参入する新規大卒者の増加は，教
育水準と就業機会の関係を変容させ，以前ならば大
卒者が得ていた高い報酬を伴う就業機会を縮小させ
ている。定員拡大後，「エリート職」の就業機会は
必ずしも増加傾向にあるわけではない。さらに，近
年の大卒者の資質と企業が求める能力との間には大
きな乖離があり，大卒者の就職難は長期化すること
が見込まれている。
親の子供の教育に対する高い期待，また親の高学
歴志向は，「科挙」に由来する中国社会の学歴主義
的価値観に根ざすものと解釈できよう。親の社会階
層が高くなるにつれて，高ランクの大学への進学期
待も高まる。さらに，経済資本か文化資本のどちら
か，あるいは双方を所有している親ほど，高ランク
の大学への進学を期待する傾向がある。
日本と異なり，中国では専業主婦は極めて少なく，
女性の社会進出が顕著である。男性と同様に，女性
も職に就き，管理職になり，高い賃金を得ることが
可能である。そこで本研究では，母親の学歴や所得
が家庭環境に大きく寄与し，子供の教育にも多大な
影響を与えることが確認できた。
（３）「人的資本」の蓄積と社会的負担
過去３０余年の経済発展は，中国の高等教育機関の
定員を拡大させ，大卒者数を大幅に増加させた。大
卒者数の増加は，企業が提供する雇用機会をはるか
に上回り，大卒者の就職難を招来している。中国社
会では，大卒者は高学歴でありながら，思うように
就職ができない状況に陥っており，皮肉なことに，
人的資本の蓄積が社会的な負担となっている。
高等教育の大衆化に伴い，大卒者の就職難ととも
に，教育の「質」の低下も問題視されている。持続
的な成長のためには，高等教育の見直しを通じて，
人的資本の強化を図る必要がある。高等教育におけ
る「量」と「質」両面の問題は，政府はもちろん，
学費を工面して大学に子供を通わせている世帯に
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とっても損失であり，早急に事態の改善を図る必要
がある。限られた予算のなかで，どのように問題を
解決していくのか。政府は教育の「質」，大卒者に
対する需要，そして予算面から，高等教育のあり方
を見直すことが求められている。
中国経済の減速が鮮明になる中，外資系企業の中
国撤退が相次いで報じられるようになった。このよ
うな状況が続けば，大卒者の就職難に加えて，出稼
ぎ労働者の失業も顕在化することが見込まれており，
中国経済は二重の雇用問題に直面することとなる。
（４）中国社会の処方箋
学歴はもともと社会的・職業的地位の配分のため
の基準として利用されてきた。それは現在でも，企
業の採用の際に，貢献期待度の評価として，類似し
た観点から利用されている。しかし，高学歴化が進
み，学力格差が広がる可能性が増す中で，継続学習
が必要であると同時に，学習の取り組み方もあらた
めて評価されるべきであろう。継続して形成される
学歴，あるいはその応用としての職歴の評価は，よ
り適切に評価されなければならない。人物の職業的
地位や待遇が学校歴だけで評価されるのは，あるべ
き姿ではなく，人物評価は常に公平かつ建設的に運
用されることが期待される。健全な学歴評価がなさ
れる社会では，教育に対する信頼感も増し，学力の
向上も期待される。変化の大きな現代社会にあって
も，柔軟な対応をなしうる人材を輩出することがで
きるものと考えられる。
日本の若者を取り巻く就職環境は，中国と比べる
と，極めて充実している。これを支えているのが「新
卒一括採用」である。学生は志望する企業に簡易に
エントリーすることができ，エントリーの上限もな
いために，倍率や難易度の違いはあるものの，ほと
んどの学生が企業に就職することができる。中国で
も，大卒者の円滑な就職を可能にする「新卒一括採
用」の枠組みが検討され，多様な採用機会が提供さ
れることが望まれよう。
さらに，「新卒一括採用」は学校と企業の就業マッ
チングを容易にする。長期雇用と長期能力の形成（企
業内 OJT）は，良好な処遇と雇用関係を可能にし
ている。これは「エリート職」だけではなく，「非
エリート職」にも当てはまる。中国の「エリート職」
と「非エリート職」は断絶的に存在するために，大
卒者は「エリート職」に殺到し，「非エリート職」
には就きたくない現状がある。政府はこの両者の格
差を解消するために，「非エリート職」の待遇や仕
事の環境等をさらに改善すべきである。そして，学
校側は「非エリート職」に就くために，教育や職業
訓練をより一層強化することが望ましい。
今日の中国では，人的資本蓄積の様々な条件がい
まだ整っていない。この過渡的な時期に，ここでは，
「新卒一括採用」の検討を提案したい。「新卒一括採
用」の導入により，今日の大卒者の就職難問題は緩
和され，安定的な社会の維持が可能になるものと考
えられる。
【今後の課題】
最後に，本研究の今後の課題をいくつか挙げてお
きたい。
第１に，本研究のアンケート調査は，中国経済の
中心地である上海で実施された。そのため，このア
ンケート調査のデータは地理的にはきわめて限定的
でもある。中国全体の大卒者の就職実態を分析する
ためにも，今後は上海以外の地域での調査も必要で
ある。経済の先進地域と後発地域の比較調査も今後
の課題である。
第２に，雇用創出への圧力が上昇していることを
受けて，各地で積極的な雇用支援策が打ち出されて
いる。大卒者や失業者が創業した新興企業への税制
優遇策等に加えて，人員削減を実施する企業に対す
る失業保険を通した支援策，地方からの出稼ぎ労働
者の起業支援等は今後とも行われる見通しである。
大卒者の起業がどの程度大卒者の就職難を緩和でき
るのか。このような問題意識を持ちながら，大卒者
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の起業問題も一つの課題として検討する必要があろ
う。
第３に，中国の大卒者就職難問題を受けて，大卒
者は国境を越えた就職志向を強めている。これは留
学ではなく，大卒後，直接海外で就職することを意
味する。大卒者の国境を越えた就職の実態，またそ
れに必要なスキル等に注目しながら，大卒者の国際
的な雇用問題に着目することも，新たな研究課題と
いえよう。
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 審査報告
審査委員 （主査）大橋 英夫
（副査）宮本 光晴
（副査）浅見 和彦
１．主題
本研究は，大卒者の過剰供給にみられる近年の中
国の労働市場における重大な変化を，人的資本論や
学歴社会論の知見をも踏まえて，検証しようとする
実証研究である。
中国経済が高度成長から安定成長に移行するなか
で，中国の高等教育では，産業の高度化や生産性の
上昇に対応しうる「高度人材」の育成に重点が置か
れるようになり，２１世紀に入ると，高等教育機関の
定員が大幅に拡大された。しかしながら，高等教育
が量的に拡大するに伴い，中国の労働市場には大卒
者が過剰供給され，就業ポストと大卒者の需給バラ
ンスに重大な変化が生じている。
大卒者に対する求人需要は，都市部の大企業が中
心である。大卒者が希望する職種・就職先も，従来
から大卒者に準備されてきた典型的なホワイトカ
ラー職である。しかし，高等教育の急速な量的拡大
は，求人需要を大幅に上回る状況にある。しかも高
等教育の「大衆化」により，大卒者は質的にも求人
需要を満たしうる状況にはいたっていない。
一方，改革開放３０余年にわたる高度成長は，地域
格差や所得格差の顕在化にみられるように，不均衡
な経済発展と社会階層の分化をもたらした。経済発
展は学歴偏重の風潮をさらに強め，学歴は社会階層
の分化を促進し，さらには固定化する要因にもなり
つつある。このような背景のもとで，中国では高等
教育のあり方を再検討し，また大卒者の就職問題に
本格的に取り組まざるをえない時期を迎えている。
本研究では，上述したような問題意識に基づき，
中国における高学歴化と大卒者の就職問題に関して，
次のような観点から，多面的な考察がなされている。
第１に，「民工荒」（出稼ぎ労働者の不足）と大卒者
の就職難が併存する矛盾に着目し，大卒者就職難と
高等教育機関の定員拡大の関係性が解明される。第
２に，中国社会における学歴意識，とくに大卒者の
就職意識と就業能力が検証される。第３に，家庭の
要因が大卒者の就職に与える影響が考察される。第
４に，日本の新卒一括採用制度との比較を通して，
中国の大卒者の採用制度のあり方が検討される。
２．構成
本研究は，次の６章に序章と終章を加えた８章か
ら構成される。
序章 研究目的・先行研究・研究枠組
第１章 学歴格差社会の諸相
第２章 大卒者就職制度の変遷
第３章 大卒者就職難と「民工荒」
第４章 大卒者の就職意識と就職能力
第５章 家庭環境と大卒者の就職
第６章 新卒採用の日中比較
終章 結論
第１章 学歴格差社会の諸相
経済成長は所得拡大と同時に分配に歪みをもたら
すことがある。中国の高度成長も例外ではなく，こ
こでは，まず学歴社会が生み出した所得格差の拡大
が指摘されている。１９９０年代から実施された高等教
育改革の主な狙いは，学費の徴収による市場化と高
等教育機関の定員拡大による「大衆化」である。と
はいえ，教育政策の重点が「量」的拡大に置かれた
ために，「質」的改善は二次的な位置づけにとどまっ
ている。
こうしたなか，高等教育へのアクセス面での格差
が顕在化しつつある。市場化に伴い，教育費は高騰
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し，教育機会の不平等が顕在化している。にもかか
わらず，中国家庭の教育に対する意識は依然として
高く，教育投資は引き続き増加傾向にある。中国の
所得格差の拡大は社会階層の分化，「勝者」と「敗
者」の二極化をもたらしている。しかし現状では，
「敗者」救済のための再分配機能は脆弱である。そ
のため学歴は社会階層の分化を促し，固定化する方
向に機能している。中国の労働市場は，学歴格差に
よる低賃金労働者が数多く存在する一方で，高学歴
者が急増し，高等教育機関の出口である大卒者の雇
用問題が深刻化するという構造的な矛盾を抱えてい
るのである。
第２章 大卒者就職制度の変遷
中国では，計画経済期と市場移行期において，そ
れぞれ異なるルール・慣行が制度化されてきた。こ
こでは，異なる時期の大学入学制度と就職制度が検
討されている。このうち就職制度では，計画経済期
には「統包統配」制度が実施されていた。高等教育
機関の卒業生は国家によって労働の場に配属され，
企業は国家から配分された労働力を受け入れた。労
働者の自由意志に基づく職場配属制度ではなかった。
一方，市場経済期の「自主的職業選択」制度では，
労働者による職業選択の自由が認められるように
なった。「統包統配」から「自主的職業選択」の過
渡期には，「双方向選択」制度が一時期存在した。
この時期には，少数の私費学生（「委託培養」と「自
費生」）が認められ，彼らには卒業後「自主的職業
選択」制度が適用された。
「自主的職業選択」制度への転換により，大卒者
数が大幅に増加したのは事実である。しかし大卒者
の就職難を解決するには，経済構造調整と就業構造
改善を協調的に進めて，大卒者の就業機会を拡大す
ることが必要となっている。
第３章 大卒者就職難と「民工荒」
高等教育の大衆化に伴い，中国の労働市場には重
大な変化が起きている。ここでは，大卒者が過剰に
供給される一方で，労働集約型産業が労働力不足に
直面する構造的な矛盾，すなわち，大卒者の就職難
と「民工荒」が検討される。まず「民工潮」（出稼
ぎブーム）から「民工荒」に陥った原因として，賃
金，雇用関係，労働者の権益保護が検討される。同
時に，ユークリッド距離モデルを用いて，産業構造
と大学専攻設置の適合性の分析がなされ，人材育成
と労働需要の不均衡が指摘されている。
次に，「中国総合社会調査」データ（CGSS２００８）
に基づき，ミンサー型賃金関数を用いて，大学定員
拡大前後の大卒賃金に及ぼす学歴効果が分析される。
ここでは，大卒の学歴効果が明確に確認でき，定員
拡大後はその効果が低下していること，そして成人
教育の効果が予想外に大きいことが確認された。定
員拡大に伴い，短期的には大卒者の就職率は低下し，
長期的には賃金の優位性が縮小しつつあり，高等教
育に対する投資の収益性は逓減しつつあることが指
摘されている。
第４章 大卒者の就職意識と就職能力
ここでは，蒋純青氏が上海で独自に実施したアン
ケート調査から得たデータを分析し，大卒者の就職
意識と就職機会，就職満足度の影響が検討されてい
る。推定結果からは，金銭的欲求（「賃金・福利厚
生」，「仕事の安定性」，「将来性」）を重視すればす
るほど，就職機会は少なく，就職満足度も低くなる
ことが確認された。非金銭的欲求（「専攻の適用性」，
「趣味」，「仕事の環境」，「勤務地域」，「企業の種類」）
に関しては，「勤務地域」が就職機会と就職満足度
に影響している。さらに，「求職時間」，「求職費用」
の効果が大きいことも確認でき，「求職時間」と「求
職費用」をかけるほど，就職機会は増加し，就職満
足度も高くなることが判明した。
次に，求職者の人的資本が賃金に影響するとの観
点から，２度目のアンケート調査のデータを用いて，
大卒者の賃金に影響する要因が検証されている。推
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定結果からは，学習能力を表す「GPA」，「奨学金獲
得」，「専業資格」，「パソコン資格」，また組織能力
に関する「学生幹部」と「学生党員」の効果を確認
することができた。
また本章では，各国の大卒者の能力基準を比較し
つつ，人材育成過程と就業能力形成との相関関係を
分析する各種モデル，データを用いて，中国の大卒
者の就職に関する総合能力は相対的に不足している
点が指摘されている。
第５章 家庭環境と大卒者の就職
就職に関する出身家庭の経済・文化・社会関係資
本，いわば「家庭資本」の影響を説明する各種理論・
モデル（「文化資本論」，「ウィスコシン・モデル」，
「トラッキング論」など）のレビューを通して，こ
こでは，まず社会階層と大卒者の就職問題の関係が
考察されている。「家庭資本」の多寡は大卒者の就
職観，価値観を左右し，「家庭資本」の影響から，
就職に関する決断が，大卒者本人にとどまらず，家
庭の社会的地位に応じて，家庭全員で決定されるこ
とがある。さらに，「家庭資本」は就業コストにも
影響を及ぼしていることが指摘されている。
このような「家庭資本」のメカニズムを理解した
うえで，蒋純青氏が実施したアンケート調査のデー
タを用いて，中国の家庭環境が大卒者の就職に寄与
する要素が，家庭収入を除いたケース（１）と家庭
収入含めたケース（２）に分けて推定されている。
ケース（１）から，両親の学歴，母親の勤務先，両
親の職位，両親が党員であることが，またケース（２）
から，母親の学歴と父親の職位が大卒者の就職に
もっとも影響することが確認された。
第６章 新卒採用の日中比較
ここでは，比較研究の観点から，まず日本の労働
慣行である「新卒一括採用」制度のメリット，デメ
リットが検討されている。次に「新卒一括採用」の
内容，就職時期，就職経路と中国式の新卒採用制度
とを比較し，中国式新卒採用制度の問題点が指摘さ
れている。日本企業の「新卒一括採用」に対して，
中国では職業経験や職務に直接関係する知識・資格
に基づいて採用が行われる。新卒者は職業経験のあ
る既卒者と同じ市場で職を求めて競争することにな
る。中国では１９９０年代から，企業が自主的に大卒者
を採用できるようになった。採用の自主権拡大によ
り，企業の人材補充は多様化しており，中途採用の
増加は大卒者の就職難の一因となっている。
経済成長では，すでに一定の成果を収めた今日の
中国ではあるが，人的資本の蓄積に関する諸条件は
いまだ整っているとは言い難い。このような過渡期
にあって，本研究では，大卒者の就職難を緩和する
との観点から，中国においても「新卒一括採用」制
度の検討が提起されている。
３．意義
（１）移行期労働市場の先駆的分析
本研究の学術・研究上の意義は多岐にわたるが，
まずは中国の労働市場における重大な変化を指摘し
た先駆的な研究として位置づけることができる。
改革開放３０余年の高度成長を経た中国の労働市場
をめぐっては，中国が「ルイス型転換点」を通過し
たか否かに関する議論が中国内外で活発に交わされ
ている。そのため，中国の労働市場をめぐる研究で
は，「民工荒」との関連から，無制限の労働供給に
支持された成長パターンからの脱却に関して，中国
内外で数多くの先行研究がみられる。
一方，高等教育に関しては，産業構造の高度化や
生産性の上昇といった観点から，一般論として人的
資本の蓄積が強調されているものの，高等教育機関
の定員拡大に伴う大卒者の就職難という具体的な
テーマに関する研究は，中国国内においてもまだ稀
少である。しかも本研究では，今日の中国の労働市
場における重大な変化，あるいは構造的な矛盾とし
て，「民工荒」と大卒者の就職難の同時発生が的確
に指摘されており，本研究の学術・研究上の意義は
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きわめて大きいと評価できる。
また本研究では，大卒者の就職問題を産業構造の
変化と一体的に捉えようとする姿勢が顕著にみられ
る。既存の先行研究では，大卒者の就職問題を学歴
社会や社会階層の分化など，これを社会学的に捉え
ようとする研究が少なくない。本研究では，これを
経済学の研究対象に結び付けようとする努力がなさ
れている。
（２）現地調査に基づく実証研究
本研究の特筆すべき成果は，蒋純青氏が上海南匯
大学城で独自に実施したアンケート調査を通した
データの収集であり，またそのデータに基づく手堅
い実証研究である。中国国内では，確かに大卒者の
就職難を指摘する研究成果は増加傾向にある。しか
しながら，それを独自に収集したデータに基づき，
統計的に処理した実証研究はいまだ数少ない。
本研究における主な実証研究は次の３件である。
第１は，２０１３年７月に実施された第１回「大卒者の
就職意識」に関するアンケート調査結果に基づいた
実証研究である。上海南匯大学城で得られた４００人
の有効回答に基づき，大卒者の金銭的欲求と非金銭
的欲求が就職機会と就職満足に与える影響が検証さ
れている。
第２は，２０１４年７～８月に同じ上海南匯大学城で
実施された第２回「大卒者の学習状況」と「家庭環
境」に関するアンケート調査である。ここでも４００
人の有効回答に基づき，大卒者の賃金に影響する要
因，また親の学歴，役職，政治状況，家庭収入など
の「家庭資本」が大卒者の就職に及ぼす影響が検証
されている。
なお，上記２件のアンケート調査は，上海南匯大
学城の４大学（上海電力学院，上海托普信息技術学
院，上海思博職業技術学院，上海工商外国語職業学
院）の学生を対象に実施された。これら４大学はい
ずれも「国家重点大学」などのブランド大学ではな
く，その学生は必ずしも就職に際して優位な立場に
あるわけではない。その意味でも，本研究のテーマ
に合致した調査対象が選択されているといえる。
第３は，２００８年の「中国総合社会調査」（CGSS :
Chinese General Social Survey）の９９０の個票データ
を用いた実証研究であり，ミンサー型賃金関数モデ
ルを用いて，高等教育定員拡大前後の賃金に及ぼす
学歴効果が検証されている。「中国総合社会調査」
は中国人民大学を中心に，内外の主要大学・研究者
の参加のもとで，中国社会の構造変化を捉えるため
に２００３年から実施されている総合学術調査であり，
その成果の多くが研究用に公開されている。日本で
は，この貴重なデータベースを利用した研究はいま
だ限定的であり，本研究は新たなデータ・ソースを
活用した研究としても評価できる。
このように本研究は，独自に収集したデータ，あ
るいは中国機関が継続的に収集・集計を進めている
データを活用し，実証的な分析結果を導き出してい
る。
（３）広範囲にわたる文献サーベイ
本研究は，蒋純青氏の大学院での研究活動を総括
するものであり，論文執筆に際しての広範な文献
サーベイは，当然なされるべき作業であるといえよ
う。ただし，本研究は，産業経済，雇用・労働，学
歴社会，社会階層といった学際的なテーマを研究対
象としているために，文献サーベイの対象分野も通
常の実証研究にとどまらない範囲に及んでいる。そ
れに加えて，日中両国間には，経済体制全般にとど
まらず，本研究の主要テーマに関連する雇用・労働
慣行にも大きな相違がある。また具体的な分析アプ
ローチでも，経済学にとどまらず，社会学などの隣
接諸分野の成果を活用する必要がある。さらに日中
両国で実施された先行研究にとどまらず，雇用・労
働慣行がむしろ中国に近いともいえる欧米諸国の研
究成果も参照する必要がある。
本研究では，必ずしも本格的な考察にいたってい
るわけではないが，分析局面ごとに多種多様な理論，
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モデル，分析アプローチが駆使されている。もちろ
ん，特定のアプローチに限定して大卒者の就職問題
を分析し，堅実な成果を得るという研究スタンスも
ありえよう。しかし，ここでは，現在進行形の課題
をテーマとしていること，多様な要因が相互に影響
するテーマを扱っていることから，むしろより多面
的な考察が試みられるべきであると考えられる。本
研究で用いられた多種多様な理論，モデル，分析ア
プローチは，広範囲にわたる文献サーベイの成果で
もあると評価できよう。
４．課題
（１）労働市場の総合的把握
本研究では，主として近年の中国の労働市場にお
ける大卒者，つまり供給サイドの動きに焦点が当て
られており，その実態の把握と議論の展開がなされ
ている。しかしながら，ある経済の労働市場の変化
を正確に認識するためには，供給サイドにみられる
部分的な行動を把握するだけでは不十分であり，需
要サイドの慣行・論理を含めた総合的な理解が必要
である。中国においても，大卒者を採用する企業側
には，入社後の給与，昇進，各種待遇にいたるまで，
人事労務管理に関する固有の慣行・論理が存在する。
このような労働慣行や雇用側の論理が明確に整理・
説明されていないために，本研究では，中国の大卒
者の就業行動を総合的に理解することがやや困難と
なっている。
同様に，本研究の主題でもある「就職難」の意味
は，より厳密に捉えられるべきである。本研究にお
ける大卒者の「就職難」とは，必ずしも仕事が見つ
からない，仕事に就けないことを意味するわけでは
ない。多くの場合は，大卒者が就職できるポストと
彼らが抱く期待や要求水準との間に，意識上のミス
マッチが存在することを物語っているにすぎない。
この点をより明確にしておかない限り，本研究の主
題に関して，基本的な認識上の誤解が生じてくる可
能性がある。
（２）比較研究の視座
本研究の問題意識の根源には，日本の「新卒一括
採用」制度がある。ポストが空いた場合に新規採用
でそれを補充することが，世界の標準的な労働慣行
であるとすれば，日本の「新卒一括採用」制度は世
界的にも稀な労働慣行であるといえよう。そのため
本研究では，第６章において，大卒者の就職制度の
日中比較が試みられており，さらに中国における「新
卒一括採用」制度の検討が提起されている。大卒者
の就職難の解決を最優先すべきという観点からすれ
ば，このような問題提起は理解できなくはない。し
かし，この問題提起に先立って検討すべき課題はさ
らに多岐に及ぶ。いうまでもなく，日本企業におい
ては，「新卒一括採用」がトータルな人事労務管理
のなかに位置づけられている。上記の第１の課題と
同様に，労働市場に対する供給サイドの視点だけで
は，日中間の比較研究も説得力を欠く結果となりか
ねない。
中国の労働市場を考察するに当たり，日中間の比
較研究を行うことは，本研究の主題を整理・理解す
るうえで不可欠な視点である。また本研究では，中
国独特の概念や慣行に関して，詳細な注記がなされ
ており，日本人評者・読者の理解を助けるような工
夫がなされている。とはいえ，入社後の大卒者に対
する人事労務管理をはじめとして，より広義の労
働・雇用システムの比較研究を行わない限り，「新
卒一括採用」制度の検討という問題提起はやや短絡
的であるといわざるをえない。このような比較研究
の視座こそが，蒋純青氏の今後の重要な研究課題で
あるといえよう。
（３）経済情勢・経済政策との関係性
一般に，中国人労働者は能動的に機会を捉え，そ
れゆえ流動性も高いとの印象が共有されている。国
有企業が苦境に陥り，企業改革が進行すると，中国
人労働者の間では，中国市場に新たに参入した外資
系企業に対する志向が強まったり，民営企業の起業
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の動きが加速化したりする。また国有企業が改革を
経て復活を遂げると，有力国有企業に対する大卒者
の就職意識は急上昇する。上述したような変化は，
確かに中国人労働者に特有の行動様式を反映したも
のかもしれない。しかし同時に，市場移行過程にあ
る外的環境が，彼らに能動的かつ流動的な就業行動
を採らせているのかもしれない。
このような観点からいえば，中国の雇用形態の推
移を考察する際にも，単に雇用制度の変化を追跡す
るだけでは不十分であり，その背後にある一般的な
経済情勢や経済政策，たとえば，国有企業改革が雇
用のあり方を規定しているといえなくもない。した
がって，経済情勢や経済政策と雇用制度の相互関係
を，本研究においても，より的確に整理・把握した
うえで，労働・雇用分野の実証研究へと分析作業を
進めていく姿勢が求められよう。
５．結論
上述したように，本研究には克服すべき課題がい
くつか存在する。しかし，いずれも本研究の意義，
学術・研究上の価値を減じるものではなく，今後，
蒋純青氏が当該分野の研究を拡張・深化させていく
際に不可欠な視点として指摘されるべき事項である。
審査員一同は，所定の口頭試問（平成２７年１１月１７
日）と論文審査に基づき，蒋純青氏の本研究が学術
的貢献をなしうる独創性を備えた論文であると評価
するとともに，本研究が専修大学大学院経済学研究
科における博士（経済学）の学位授与に相応しいも
のであると判断する。
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 学位授与要記
一．氏 名 蒋 純青
二．学 位 の 種 類 博士（経済学）
三．学 位 記 番 号 博経甲第十五号
四．学位授与の条件 学位規則第四条第一項該当
五．学位授与年月日 平成二十八年三月二十二日
六．学位論文題目 中国における高学歴化と大卒
者就職に関する研究
七．審 査 委 員 主査 専修大学経済学部
教 授 大橋 英夫
副査 専修大学経済学部
教 授 浅見 和彦
副査 専修大学経済学部
教 授 宮本 光晴
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